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体系図
生態系に配慮した公園・緑地・水辺等空間の整備・管理
地域特性に合った良好な市街地整備
個性ある公共空間・歴史環境の形成と保全
快適な生活環境を目指した下水道整備の推進
土地利用・生活環境に配慮した道路整備
安全性と快適性を兼ね備えた河川・排水路整備
水需要に応じた水道事業の展開
利便性と快適性を重視した公共交通機関の整備充実
豊かで美しい生活環境の創造
環境共生社会を目指す廃棄物循環型都市づくり
自然災害・都市災害への備えと予防
日常生活での安全性と快適性の確保
賢い消費者の育成
市民の主体的連帯活動に支えられたコミュニティの推進
いつでも、どこでも、誰もができる生涯学習の推進
個性を生かす教育環境の基盤充実
次代を担う青少年を育てる地域環境づくり
ながれやま市民文化の継承と醸成
スポーツ活動の基盤づくり
国際社会への対応
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３節 学び、受け継がれ、進展する流山

（教育・文化の充実向上）

１節 整備・開発と自然環境のバランス

がとれた流山（都市基盤の整備）

２節 生活の豊かさを実感できる流山

（生活環境の整備）

国際社会への対応
安心して子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり
高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり
誰もが安心して暮らすことのできる生活支援づくり
健康で明るい暮らしづくり
地域で支える福祉のまちづくり
バリアフリーのまちづくり
誰もが安心して利用できる社会サービス体制づくり
商業の拠点づくりと地域密着型サービスの強化
工業の強化と新たな産業の創造
誰もが安心して働ける環境・基盤づくり
多様な方面からの農業の振興
特色ある観光の育成と創設
市民参加の地域社会づくり
健全で効率的な行財政運営
地方分権・広域行政への取組
男女共同参画社会づくり
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（教育・文化の充実向上）

５節 賑わいと活気に満ちた流山

（産業の振興）

４節 誰もが充実した生涯をおくること

のできる流山（市民福祉の充実）

施策の推進方策

公・民パートナーシップによる構想

実現と効率的、効果的行財政運営

（行政の充実）
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１節　整備・開発と自然環境のバランスがとれた流山　（都市基盤の整備）
単位：千円

新継

区分

新市街地地区公園施設新設事業

みどりの課

新市街地地区の良好な環境形成に必要な公園面積の確保を図るため、法定面積を超える公園用地の取得相当
額を公共施設管理者負担金として支出し、事業の進捗を図る。

継続 324,765 324,907 中部

既成市街地地区公園施設新設事業

みどりの課

既成市街地の公園緑地の整備工事を実施する。
平成２４年度は、（仮称）平和台２号緑地の用地取得（土地開発公社が先行取得した用地の買い戻し）、三
輪野山４号公園の遊具やベンチ等の設置工事を実施する。 継続 151,187 10,000 南部

公園等放射能対策事業

みどりの課

市内の公園緑地等について、放射線量を低減させるため、剪定、天地返し、遊具・植栽等の除染作業を実施
する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。 継続 410,000

14,081
(補正予算額及び

予備費充当額)
全域 ○

流山おおたかの森駅前市有地活用事業

誘致推進課

流山おおたかの森駅前市有地活用基本方針に基づき、事業スキーム等の詳細検討から開発事業者の公募、選
定に係る一連の業務、契約の締結等に係る業務を実施する。

継続 10,080 3,680
(22年度繰越額)

中部

運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理負担
事業

まちづくり推進課

県との費用負担協定に基づき、運動公園周辺地区一体型特定土地区画整理事業に係る事業費を負担し、事業
の推進を図る。
都市計画道路３・３・２８号中駒木線及び３・４・１１号野々下思井線,３・４・５号加市野谷線の整備、
また２号調整池関連工事等を実施する。

継続 330,900 441,839
南部
東部

都市広場放射能対策事業

まちづくり推進課

多数のイベントが開催され、流山市の顔となっている流山おおたかの森駅南口都市広場の放射線量を低減さ
せるため、除染作業を実施する。

新規 3,549 0 中部 ○

木地区一体型特定土地区画整理負担事業

まちづくり推進課

県との費用負担協定に基づき、木地区一体型特定土地区画整理事業に係る事業費を負担し、事業の推進を図
る。
都市計画道路３．５．１３号流山上貝塚線及びその沿線整備、３・４・３１号木南流山線の整備,また保留
地等の造成を行う。

継続 120,150 141,400 南部

運河駅東口周辺市街地整備事業

まちづくり推進課

東武野田線運河駅東口自由通路から利根運河に架るふれあい橋に通じる歩行者専用道路の工事を実施する。
運河駅東口ふれあいモール：Ｌ＝１５０ｍ、Ｗ＝７．０ｍ

継続 80,586 285,074 北部

西平井・鰭ヶ崎地区土地区画整理事業

西平井・鰭ヶ崎地区

区画整理事務所

中断移転者の復帰及び保留地販売促進のための区画道路を整備する。
都市計画道路３・３・２号線の整備のための家屋移転と造成工事を実施する。
鰭ヶ崎地区の３号調整池建設のための仮設道路整備工事を実施する。
※予算額のうち、（　）書きは、放射能対策事業。

継続
1,879,056
(36,053)

1,661,842 南部 ○

江戸川左岸流域関連公共下水道整備事業

下水道建設課

既成市街地の下水道整備を推進することで、快適な生活環境を提供する。
整備区域：東深井、西初石４・５丁目、長崎１丁目、西松ヶ丘１丁目、名都借、松ヶ丘３丁目、
　　　　　向小金１丁目の各一部 継続 1,040,000 1,024,820 全域

手賀沼流域関連公共下水道整備事業

下水道建設課

既成市街地の下水道整備を推進することで、快適な生活環境を提供する。
整備区域：駒木の一部

継続 100,300 272,000 中部

事業名称 事業内容 予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業
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新継

区分

地区内汚水整備事業

下水道建設課

ＴＸ沿線土地区画整理事業の進捗に合せ、地区内の汚水管渠整備を実施する。
整備区域：新市街地地区、運動公園周辺地区、木地区

継続 188,000 340,000
東部
南部
中部

西平井・鰭ヶ崎地区汚水整備事業

下水道建設課

ＴＸ沿線土地区画整理事業の進捗に合せ、汚水管渠整備を実施する。
整備区域：西平井・鰭ヶ崎地区

継続 27,400 36,000 南部

道路維持補修事業

道路管理課

市道における歩行者及び通行車両等、道路利用者の安全性と快適性の確保並びに道路交通環境の向上を図る
ため、道路の舗装劣化区間や破損箇所等について舗装補修等による適切な維持補修を実施する。

継続 220,000 220,000 全域

道路管理放射能対策事業

道路管理課

小中学校通学路について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

継続 157,163
11,109

(補正予算額及び
予備費充当額)

全域 ○

都市計画道路３・５・１６号三輪野山西平井線
道路改良事業

道路建設課

西平井・鰭ヶ崎区画整理地区との連絡道路となる当路線の拡幅整備を実施する。
幅員１６～１７ｍ、延長約４０ｍ。
平成２４年度　事業認可図書作成業務委託（測量等）を実施 新規 5,355 － 南部

都市計画道路３・３・２８号中駒木線道路改良
事業

道路建設課

新市街地区画整理地区外の駒木地区の区間の整備を実施する。幅員１８～１９ｍ、延長約１４６ｍ。
平成２４年度　土地開発公社が先行取得した道路用地に係る建物等の補償の債務償還。

継続 53,346 34,278 中部

江戸川台駅西口広場改良事業

道路建設課

東武野田線江戸川台駅西口広場の交通整序、魅力ある空間形成等を目的に地元と協働により作成したプラン
の整備を実施する。（平成２３～２４年度継続事業）
平成２４年度前半にリニューアル工事完成予定。 継続 100,000 60,000 北部

名都借跨線橋道路拡幅改良事業

道路建設課

ＪＲ常磐線を跨ぐ道路として需要の高い名都借跨線橋道路の拡幅を実施する。
平成２４年度から、交通管理者（公安委員会）やＪＲとの協議に着手する。協議図面等の設計を委託。

新規 5,000 － 東部

市道前ケ崎・向小金１号道路拡幅事業

道路建設課

向小金福祉会館前から「たけの子ルーム」前まで１７０ｍ区間は、県道松戸柏線（旧水戸街道）と国道６号
間を名都借跨線橋経由で通行する車両が多い通学路であるため、歩道の拡幅整備を実施する。
平成２４年度　用地測量、補償物件調査等を実施 継続 6,647 23,700 東部

大堀川防災調節池河川環境用水整備事業

河川課

北千葉導水路からの河川環境用水を一級河川大堀川の最上流まで延伸して、河川の水量及び良好な水質等を
保持し、河川環境の改善を図る。（平成２２～２４年度継続事業）
平成２４年度　放流施設築造工　一式 継続 1,000 160,000 中部

大堀川防災調節池修景整備事業

河川課

河川環境用水整備事業に合わせ、調節池周囲及び調節池内の植栽や通路等の修景整備を行い、水辺活動やコ
ミュニティの場としての利用に配慮した地域の核となる拠点整備を実施する。（平成２２～２４年度継続事
業）
平成２４年度　植栽工、法面工、管理用道路工　一式

継続 55,000 134,000 中部

調整池維持管理事業

河川課

雨水調整池の機械保守及び草刈等により、施設機能を適切に管理する。平成２４年度から一般会計の調整池
管理事業、新設調整池管理事業、準用河川宮園調整池水質浄化事業と公共下水道特別会計の下水道調整池維
持管理事業を統合する。
平成２４年度　管理対象調整池　７箇所

新規 15,958 － 全域

事業名称 事業内容 予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業
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新継

区分

野々下１号雨水幹線整備事業

河川課

野々下周辺地区の浸水被害の解消を図るため、公共下水道計画に基づき、野々下1号雨水幹線の整備を実施
する。（平成２３～２４年度継続事業）
平成２４年度 工事延長Ｌ＝８６．０ｍ 推進工(φ１２００)Ｌ＝７１．０ｍ
             管渠(φ１１００)布設Ｌ＝７．０ｍ ボックスカルバート布設Ｌ＝５．０ｍ

継続 84,600 113,000 東部

向小金雨水幹線整備事業

河川課

向小金２～３丁目の浸水被害の解消を図るため、公共下水道計画に基づき、向小金雨水幹線の整備を実施す
る。
平成２４年度　工事延長Ｌ＝２６．０ｍ　推進工(φ６００)Ｌ＝２６．０ｍ　立坑築造 ２箇所
　　　　　　　水道管移設工　一式

継続 58,630 62,000 東部

地区内雨水整備事業

下水道建設課

ＴＸ沿線土地区画整理事業の進捗に合わせ、雨水管渠整備を実施する。
整備区域：新市街地地区、運動公園周辺地区、西平井・鰭ヶ崎地区、木地区

継続 155,800 288,100
東部
南部
中部

配水管拡張事業

水道局工務課

給水区域内の未給水区域の解消と普及率向上に努めるとともに、ＴＸ沿線整備事業区域内に安全な水を安定
して供給するため、配水管拡張工事を実施する。
配水管拡張工事３本、延長１，３１０ｍ
ＴＸ沿線整備事業４地区、配水管拡張工事１０本、延長１３，８１０ｍ
配水管実施設計委託４本、１２，３７８ｍ

継続 549,246 712,244 全域

江戸川台浄水場更新事業

水道局工務課

老朽化が進んでいる江戸川台浄水場の管理棟などを更新する。（平成１９～２４年度継続事業）
管理棟及び電気・機械設備更新工事

継続 961,025 120,000 北部

運河駅施設整備事業

都市計画課

東武野田線運河駅において、利用者の利便性の向上を図るため、平成２３～２４年度の２箇年の継続事業と
して、平成２５年３月を完成の目途に駅舎の橋上化及び自由通路の整備を実施する。

継続 1,614,917 267,659 北部

ぐりーんバス運行事業

都市計画課

駅への交通不便地区の解消を目的とし、市民の交通機関の確保等、市民の利便性向上に資するため、バスの
運行を実施する。

継続 33,316 34,087 全域

事業名称 事業内容 予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業
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２節　生活の豊かさを実感できる流山　（生活環境の整備） 単位：千円

新継

区分

生物多様性地域戦略推進事業

環境政策課

生物多様性ながれやま戦略に基づき、モニタリング調査を通年で行うほか、小中学校での植樹（グリーン
ウェイブ）やグリーンフェスティバルでの啓発を行い、豊かな生物多様性の保全及び回復を図る。

継続 3,227 4,261 全域

地球温暖化対策実行計画推進事業

環境政策課

地球温暖化対策実行計画に基づき、市域の地球温暖化対策を推進するため、環境家計簿や省エネ普及啓発機
器等を活用した市民の温暖化対策への意識の向上を図るとともに、市自らの取り組みとして公務用自転車の
拡充等により、二酸化炭素排出量を抑制する。 継続 2,095 758 全域

緑のカーテン事業

環境政策課

ゴーヤの苗の配布や講座の業務をＮＰＯ団体へ委託し、自治会等へ「緑のカーテン」の一層の普及を図り、
二酸化炭素の更なる削減を推進する。

新規 1,019 － 全域

地球温暖化対策奨励事業

環境政策課

太陽光発電設備設置事業の奨励金交付規則の申請要件を緩和し、市内の住宅への太陽光発電設備の設置を促
進し、市域の二酸化炭素排出量の削減を図る。

継続 9,000 5,000 全域

まちをきれいに志隊事業

環境政策課

「自分たちのまちは自分たちの手できれいにする」として、市民ボランィアを活用し、飼い犬のふんの放置
や路上喫煙及びポイ捨て防止のパトロールを行い、きれいなまちづくりの推進を図る。

継続 200 12,224 全域

放射能対策事業

環境政策課

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射能の影響による市民の健康と安心安全な生活環境の確保を図
るため、空間放射線量の測定や放射線測定器の貸出を行う。また、市民が行う除染作業を支援するため、資
機材の貸出し等を行う。 継続 19,769

9,330
（補正予算額及

び予備費充当額)
全域 ○

ごみゼロ作戦用放射能対策事業

環境政策課

春と秋で実施するごみゼロ運動で発生した剪定枝、落葉、草を収集し、森のまちエコセンターまで運搬する
業務を委託する。

新規 1,034 － 全域 ○

リサイクル館包括管理運営事業

クリーン推進課

リサイクル館の効率的な運営と機器整備費の平準化を図るため、運転管理、機器修繕等の施設全体の包括的
運営管理を委託する。

新規 203,382 － 中部

ごみ焼却施設整備事業

クリーン推進課

ごみ焼却施設について、長期整備計画に基づき、安全で安定的に操業していく上で必要な機器の保守点検整
備を実施し、当該施設の延命化を図る。

継続 328,922 400,000 中部

クリーンセンター放射能対策事業

クリーン推進課

東京電力福島第一原子力発電所事故により、本市焼却施設の溶融飛灰から基準を超える高濃度セシウムが検
出されたことから、溶融飛灰の一時保管他、剪定枝等収集運搬業務等を委託する。

継続 172,099 329,807
(補正予算額)

中部 ○

公共施設ごみ収集事業

リサイクル推進課

公共施設から排出される廃棄物について事業系ごみとして処理するようにとのエコアクション２１の指摘を
踏まえて、公共施設から排出される事業系廃棄物の収集について家庭系廃棄物と分けて委託する。

新規 14,500 － 全域

高齢者等ごみ出し支援事業

リサイクル推進課

家庭ごみをごみ集積所まで運ぶことが困難なひとり暮らし高齢者等に対して、戸別収集を委託するととも
に、排出の状況について異変があれば、廃棄物担当課から福祉担当部局に情報提供を行う。また、有害・危
険ごみの収集運搬業務を合わせて委託する。 新規 14,000 － 全域

事業名称 事業内容
放射能

対策事業
予算額

前年度
当初予算額

地域区分
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リサイクル団体育成支援事業

リサイクル推進課

ごみの減量・資源化施策の一環として、リサイクル団体と再生資源物回収業者間の調整や支援を行い、リサ
イクルシステムの堅持を図る。平成２４年度から資源ごみの行政回収を廃止し、集団回収に一本化する。

継続 209,119 155,950 全域

森のまちエコセンター放射能対策事業

リサイクル推進課

溶融飛灰に含まれる放射性物質を減らすため、ごみ焼却施設での剪定枝等の焼却を中止し、森のまちエコセ
ンターで一時保管及びその処分を行う。

継続 67,780
18,307

（補正予算額及
び予備費充当額)

北部 ○

防災行政無線更新事業

防災危機管理課

防災行政無線の老朽化により、災害時の情報連絡体制に支障が生じる恐れがあることから、防災行政無線屋
外子局の１０局について機器の更新を図る。

継続 25,799 26,796 全域

防災行政無線子局増設事業

防災危機管理課

災害時の情報連絡体制を確保するため、防災行政無線の屋外子局未設置区域（新市街地地区２箇所）に新た
に設置する。

継続 6,304 6,451 中部

地域防災計画修正事業

防災危機管理課

東日本大震災の教訓を踏まえ、平成１９年度に改正した地域防災計画を修正するとともに、事業継続計画
（ＢＣＰ)の制定を行う。（平成２３～２４年度継続事業）

継続 8,100 5,775
（補正予算額)

全域

自主防災組織防災資機材整備事業

防災危機管理課

大規模地震等に備え，地域における自主防災組織の防災活動を支援するため、活動に必要な防災資機材の購
入に要する経費の一部を補助する。

新規 1,000 － 全域

災害用井戸設置事業

防災危機管理課

災害時における生活用水を確保するため、避難場所である市内公共施設に井戸を設置する。
平成２４年度は中央公民館に設置する。

継続 2,814 2,814 南部

防災備蓄倉庫設置事業

防災危機管理課

防災体制の一層の充実を図るため、防災用備蓄品を収納する倉庫を設置するもので、地域性を考慮しながら
避難場所である小中学校を中心に分散配備し、備蓄品の購入と併せて防災備蓄倉庫を年次計画に基づき設置
する。平成２４年度は流山小学校に設置する。 継続 3,946 6,000 南部

耐震診断及び木造住宅耐震改修補助事業

建築住宅課

昭和５６年以前に建築された、分譲マンション・木造住宅の耐震診断に要する費用及び木造住宅の耐震改修
に要する費用の一部を助成する。

継続 7,500 5,500 全域

南消防署建設事業

消防総務課

昭和５７年建設で経年による老朽化の著しい南消防署を解体し、同敷地に新たに施設を建設する。平成２３
年度に基本設計及び実施設計を行い、平成２４、２５年度に建替工事を実施する。（平成２４～２５年度継
続事業） 継続 190,805 50,000 南部

消防団機械器具置場用地購入事業

消防総務課

土地区画整理事業に伴い、第１９分団機械器具置場及び火の見やぐら用地に道路が拡幅されるため、新たに
機械器具置場を建設するための移転用地を購入する。

新規 20,000 － 中部

消防救急無線デジタル化県域共同整備事業

消防防災課

平成２５年４月の運用開始に向け、平成２３年度からの県域整備の工事着工に伴う県下３１消防本部の一括
共同事務処理団体の千葉県市町村総合事務組合に負担金を支出し、事業の推進を図る。

継続 65,756 67,084 全域

放射能
対策事業

予算額
前年度

当初予算額
地域区分事業名称 事業内容
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消防ポンプ自動車整備事業

消防防災課

平成９年１２月に配備された北消防署消防ポンプ自動車は、老朽化及びＮＯＸ・ＰＭ法の規制により走行で
きなくなるため、更新整備を実施する。

継続 45,416 0 北部

交通安全啓発・指導事業

道路管理課

交通事故を減少させるため、交通安全の啓発及び意識の高揚を図る。
街頭指導、交通安全教室の開催、チャイルドシート貸与、高齢者交通安全教室の開催等を実施する。

継続 3,470 3,981 全域

自転車駐車場施設管理事業

道路管理課

東武野田線及びＴＸ沿線の駅周辺の放置自転車対策及び市営自転車駐車場における４箇所の土地借上げを実
施する。

継続 48,992 44,871 全域

ＴＸ駅周辺放置自転車防止対策事業

道路管理課

ＴＸ沿線３駅周辺の放置自転車の誘導、撤去、移送作業を業務委託し、放置自転車を防止して、良好な生活
環境の保持を図る。

継続 8,904 8,993
南部
中部

防犯対策事業

コミュニティ課

防犯意識の普及高揚を図るため、防犯灯電気料等補助金(４０Ｗまで）等の防犯事業に要する経費を自治会
に補助し、犯罪のない明るいまちづくりを実現する。

継続 44,045 37,321 全域

防犯灯設置費補助事業

コミュニティ課

自治会が設置及び交換する防犯灯（ＬＥＤ等）の費用の一部を補助することにより、夜間における市民の安
全確保と犯罪発生の防止を図る。
また、防犯灯のランプ・自動点滅器の交換費用についても補助する。 継続 18,191 22,500 全域

通学路防犯灯設置事業

コミュニティ課

通学路等における安全確保のため防犯灯の設置を市で行うことで、通学・通勤における児童・生徒及び地域
住民の安全確保を図る。

継続 1,000 2,268 全域

安心安全支援事業

コミュニティ課

安心安全で暮らせる地域社会づくりのため、自主防犯意識の普及高揚を図り、地域で活動している自主防犯
パトロール隊（５７団体、７１自治会）及び市民安全パトロール隊（７３名）への支援を行うとともに、安
心メールにより市民に災害や火災、防犯に関する情報を提供する。 継続 2,946 5,976 全域

消費生活センター充実事業

コミュニティ課

消費者事故の情報通知や消費者からの苦情相談等について、全国一元的相談窓口で管理し、消費者相談業務
の充実を図る。

継続 4,589 5,185 全域

全市コミュニティ推進事業

コミュニティ課

新たな地域コミュニティの形成を図る「地域まちづくり協議会」の設立を目指す地域への支援として、専門
家を招いたシンポジウムなどを開催し、全市的なコミュニティ施策の推進を図る。

継続 65 1,039 全域

地域まちづくり協議会設置事業

コミュニティ課

新たな地域コミュニティ形成を図るため、小学校区を１単位とした｢地域まちづくり協議会｣のモデル事業
（新川小学校区及び流山小学校区）を検証し、市民自治へ誘導する地域活動の推進を図る。

継続 1,000 1,000 全域

自治会活動助成事業

コミュニティ課

自治会活動の拠点となる自治会館の維持管理費及び松ヶ丘自治会ほか８自治会の自治会館大規模修繕費の一
部を補助することにより、自治会の円滑な運営を支援する。

継続 26,108 21,728 全域

放射能
対策事業事業名称 事業内容 予算額

前年度
当初予算額

地域区分
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北部公民館耐震改修事業

公民館

耐震診断の結果を踏まえ、耐震補強及びトイレ改修を実施し、利用者に安全で快適な環境を提供するととも
に、災害時の安全な避難場所の確保を図る。

継続 29,434 4,874 北部

文化会館放射能対策事業

公民館

文化会館等５館について放射性物質の測定を行う。敷地内を１０ｍメッシュで地上高１ｍで測定し、安全性
を判断する。

新規 381 － 全域 ○

中央図書館及び博物館改修事業

図書・博物館

耐震診断の結果を踏まえ、平成２５年度実施予定の耐震補強工事及び外壁改修工事に向けた耐震補強及び外
壁改修工事設計を業務委託する。また、障害者等の通路整備工事も合わせて実施し、利用者に安心で安全な
生涯学習施設を提供する。 新規 14,751 － 南部

木の図書館指定管理者事業

図書・博物館

平成２４年４月開館予定の「木の図書館」（東部出張所併設）に指定管理者制度を導入し、市民サービスの
向上と経費の節減を図り、施設の効率的な管理運営を行う。

新規 33,000 － 東部

図書館・博物館放射能対策事業

図書・博物館

中央図書館・博物館・森の図書館・一茶双樹記念館・杜のアトリエ黎明について放射性物質の測定を行う。
敷地内を１０ｍメッシュで地上高１ｍで測定し、安全性を判断する。

新規 669 －
北部
南部

○

（仮称）新市街地地区小中学校併設校建設事業

教育総務課

新市街地地区に位置付けられた学校用地に、（仮称）新市街地地区小中学校併設校を建設する。平成２７年
４月開校予定。平成２３年度から平成２５年度までの継続事業として設計等業務委託を実施する。

継続 98,396 36,644 中部

小学校学校施設放射能対策事業

教育総務課

継続 198,988
35,998

(補正予算額及び
予備費充当額)

全域 ○

中学校学校施設放射能対策事業

教育総務課

継続 166,378
35,516

(補正予算額及び
予備費充当額)

全域 ○

学校用地取得事業

教育総務課

ＴＸ沿線整備事業に伴い、土地区画整理事業で位置付けられた学校用地を購入する。
平成２４年度は、南流山中学校用地８５９．９９㎡を購入。

継続 171,588 0 南部

中学校武道場建設事業（八木中学校）

教育総務課

学習指導要領の改訂により、平成２４年度から武道が完全実施となるため、八木中学校の武道場の整備（実
施設計等）を実施する。

新規 18,397 － 東部

小学校校舎等建設事業（東深井小学校）

教育総務課

戸建開発が進んでいるため、児童数が予想以上に増加し、教室が不足する恐れがあることなどから、東深井
小学校に学童クラブと併設の教室棟を増築する。

新規 153,090 － 北部

私立幼稚園放射能対策事業

学校教育課

私立幼稚園の施設について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

継続 11,038
2,662

(補正予算額及び
予備費充当額)

全域 ○

予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業

小学校及び中学校の敷地内について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

事業名称 事業内容
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学校サポート看護師派遣事業

学校教育課

小中学校の児童生徒の健康管理及び保健教育の向上を図るため、市域を４地区に分け、各地区の小学校１
校、中学校１校へ１人ずつ　合計８人の看護師を配置する。また、特別に看護を要する児童に対応するため
１名の看護師を配置する。 継続 13,095 13,026 全域

学校給食調理業務民間委託事業

学校教育課

給食調理業務を民間に委託し、中長期的にサービスの向上を図りながら経費の抑制を図る。
実施調理場
①南流山調理場（南流山中、南部中の２校分）、②北部調理場（北部中、東深井中の２校分）、③八木調理
場（八木中、東部中の２校分）、④西初石調理場（西初石、常盤松中の２校分）

継続 119,586 92,279 全域

学校サポート教員派遣研究事業

指導課

児童・生徒の個に応じたきめ細かい指導の充実と児童生徒の学力の更なる伸長及び学校教育の活性化を図る
ため、市内各小中学校にサポート教員を派遣する。

継続 62,544 59,685 全域

小学校英語活動推進事業

指導課

小学校における英語教育の充実及び国際理解教育の推進のため、語学に堪能で外国文化に精通した人材を小
学校に派遣することにより、教育内容の充実を図る。また、英語指導員スーパーバイザー３名を雇用するこ
とにより、英語活動レベルの更なる向上を図る。 継続 17,870 16,461 全域

教師用教科書・指導書・副読本購入事業

指導課

中学校用社会科副読本や「音読ながれやま」など、児童・生徒の指導にあたる教職員の教師用教科書及び指
導書等を購入し、教員の指導力の向上と授業の充実を図る。
平成２４年度は新学習指導要領の改訂に伴う中学校用の教師用教科書・指導書等を購入する。 継続 16,775 31,774 全域

幼児教育支援センター運営事業

指導課

幼児教育全般を見通した総合的な機関として、本市における幼保小の連携活動の推進及び保護者の子育て支
援を図る。
幼保小の連携活動の推進及び保護者への課題等について、研究協議、情報交換等を行い、流山市全体におけ
る幼児教育の推進を図る。
教育相談を専門的な立場の方から指導、助言を受ける場を設け、子どもや保護者への不安解消に繋げる。

継続 4,955 1,226 全域

中学校ＡＬＴ配置事業

指導課

中学校にＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、日常生活においても子どもたちが英語に触れる機会を増や
し、英語による聞くこと、話すことを中心としたコミュニケーション能力の向上を図る。新学習指導要領の
改訂に伴う授業時間の増加に対応し、各中学校に１名配置することにより、ネイティブスピーカーによる英
語の授業の増大を図る。

継続 33,908 16,177 全域

体育施設放射能対策事業

生涯学習課

体育施設について、放射性物質の測定を行う。敷地内を１０ｍメッシュで地上高１ｍで測定し、０．２３マ
イクロシーベルト／毎時以上を除染し、市民の安全を確保する。

新規 33,185 － 全域 ○

体育館建替事業（市民総合体育館）

生涯学習課

老朽化した現在の市民総合体育館（昭和５１年建築）を、メインとサブの２つのアリーナと武道場等、さら
に避難所機能も備えた延べ床面積約１０，０００㎡の新体育館に建替え、健康宣言都市にふさわしい市民の
スポーツ需要に応える。平成２７年４月オープンに向けて平成２４年度は実施設計を行う。 継続 82,000 29,000 東部

国際交流事業

企画政策課

平成２４年度は、流山市国際交流協会への補助金を廃止し、新たに外国人に対する支援事業について業務委
託を行う。
また、諸外国との交流事業を展開していく。 継続 1,364 1,358 全域

平和施策事業

企画政策課

平和施策事業として、平和ポスター展や平和を願う千羽鶴作成、ユニセフ平和教室等を実施する。また、公
募による小学生を「平和大使」として任命し、８月６日の平和記念式典へ派遣し、千羽鶴を献納する。

継続 647 744 全域

事業名称
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業事業内容 予算額
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４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山　（市民福祉の充実）
単位：千円

新継

区分

私立保育所整備補助事業

保育課

民設民営の保育園を設置するために、建設費の一部を補助することにより、待機児童の解消を図る。
平成２４年度[整備予定箇所]
（仮）南流山地区保育園（新設）・八木北保育園（建替え）
おおたかの森ナーサリースクール（増築）・江戸川台駅前保育園（新設・賃貸）
平成２４年度[賃貸補助施設]
西平井保育園第２分園（賃貸）・ロータスキッズスクエア（賃貸）
おおたかの森ナーサリースクール分園（賃貸）

継続 398,298 198,502 全域

保育所施設耐震改修事業

保育課

耐震診断で補強の必要性を指摘されていた平和台保育所の耐震改修工事を実施する。（平成２３年度設計済
み）

継続 34,981 50,000 南部

送迎保育ステーション事業

保育課

おおたかの森駅前(バス３台）及び南流山駅前（バス１台）に設置した送迎保育ステーションにおいて、市
内全保育所へのバス送迎を行うことにより、地域的偏在等による待機児童の解消を図る。

継続 37,216 34,000 全域

私立保育所放射能対策事業

保育課

私立保育所の施設について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

継続 38,904 4,687
(補正予算額及び

予備費充当額)

全域 ○

保育所放射能対策事業

保育課

公立保育所の施設について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

継続 12,757 8,589
(補正予算額及び

予備費充当額)

全域 ○

学童クラブ指定管理者事業

保育課

学童保育の需要増加が予想される中、学童クラブの運営基盤の強化が課題となっているため、平成２４年度
から学童クラブの運営方式を、これまでの保護者を中心とした運営委員会方式から指定管理者制度に変更す
る。１６箇所の学童クラブを６地区に分けて指定管理者を指定し、施設の効率的な管理運営を行う。

新規 139,544 － 全域

学童クラブ施設整備事業

保育課

東深井小学校区の「もりのいえ学童クラブ」は、入所希望者が多く、７０人を超える大規模学童クラブと
なっているため、東深井小学校敷地内に新たに小学校教室棟の増築に併せて、児童の安全確保と快適な学童
保育環境を整備する。 新規 37,951 － 北部

学童クラブ放射能対策事業

保育課

学校敷地外にある学童クラブの施設について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

継続 6,132 3,246
(予備費充当額)

全域 ○

子どものための手当支給事業

子ども家庭課

子どもを養育している家庭における生活の安定に寄与し、次世代の社会を担う子どもの健全な育成及び資質
の向上に資するため、子どものための手当を支給する。
平成２２年４月から実施された子ども手当が平成２４年３月で終了し、平成２４年４月から新たに子どもの
ための手当が創設される予定。
対象：中学校終了（１５歳）までの子どもの養育者（所得制限あり）
支給月額：３歳未満１５，０００円・３歳～１２歳１０，０００円（第３子以降１５，０００円）・
　　　　　中学生１０，０００円

継続 2,966,802 3,468,265 全域

野々下児童センター指定管理者事業

子ども家庭課

平成２４年度から野々下児童センターに指定管理者制度を導入し、市民サービスの向上と経費の節減を図
り、施設の効率的な管理運営を行う。

新規 6,669 － 東部

事業名称 事業内容 予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業
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新継

区分

子ども医療費助成事業

子ども家庭課

小学校６年生までの児童の医療費を助成する。（通院：０歳～小学３年生、入院：０歳～小学６年生）

継続 440,453 374,830 全域

子どもの遊び場放射能対策事業

子ども家庭課

子どもの遊び場について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。
※除染等の措置については、流山市除染実施計画に基づき必要なものを選定する。

新規 33,732 － 全域 ○

老人福祉センター建替事業

高齢者生きがい

推進課

施設やボイラーの老朽化及び耐震強度不足のため、平成２３年度で建築設計を行い、平成２４年度、２５年
度の２か年で施設の建替えを行う。平成２４年度は本館５９６．３㎡を建設する。

継続 139,582 28,564 北部

障害児通所支援事業

障害者支援課

障害を持つ児童に対して、身近な地域で通所サービスが受けられるよう支援を行う。
これまで市が障害者自立支援法に基づき実施してきた「児童デイサービス」と、県が児童福祉法に基づき実
施してきた知的障害児通園施設等の「通所サービス」が、平成２４年度から児童福祉法に一元化され、市が
実施主体となる。

新規 70,454 － 全域

障害者自立支援給付事業

障害者支援課

介護給付、訓練等給付、自立支援医療給付、補装具給付など、障害者が地域で自立した生活を送るための支
援を行う。平成２４年度から、流山市心身障害者福祉作業所さつき園が就労継続支援Ｂ型施設となる。

継続 939,687 827,271 全域

障害者地域生活支援事業

障害者支援課

相談支援、日中一時支援、移動支援、日常生活用具給付、コミュニケーション支援、地域活動支援センター
など、障害者が地域で自立した生活を送るための支援を行う。平成２４年度から、市の主な行事に手話通訳
者及び要約筆記奉仕員を派遣する。 継続 137,362 142,829 全域

つばさ学園児童デイサービス運営事業

障害者支援課

障害を持つ概ね２歳から就学前までの児童を対象として、通園による療育指導や訓練などの支援を行う。

継続 10,498 5,744 全域

訪問看護ステーション運営事業

介護支援課

流山市直営の訪問看護事業所。在宅療養している乳幼児から高齢者までを対象として、看護師が自宅に訪問
し、看護サービスを提供する。
具体的には、週に１～２回１時間程度滞在し、病状の観察や床ずれの手当て、各種医療処置、介護指導など
個々に応じたサービスを実施。
利用者は、医療保険・介護保険などの各法に基づく利用者負担金をステーションに支払う。

継続 11,852 12,133 全域

生活保護法等に基づく扶助事業

社会福祉課

生活保護法に基づく各種扶助事業(生活・住宅・医療・教育・出産・生業・葬祭・介護・施設事務費）を実
施する。
平成２３年１２月１日現在：１，０００世帯、１，５０３人 継続 2,430,788 2,287,628 全域

市営住宅借上事業

建築住宅課

市営住宅として民間活力を導入し、三輪野山団地（平成１５年度建設：４３戸）と西初石団地（平成１７年
度建設：５１戸）を借上げている。借上期間はいずれも２０年間。

継続 82,159 82,159
南部
中部

市営住宅整備事業

建築住宅課

昭和６２年度に建設された若宮団地Ａ棟は、建築後２５年を経過し劣化防止が必要なことから、外装改修工
事を実施する。また、大橋団地に発生した白アリの駆除と修繕を実施する。

継続 39,469 17,225
南部
北部

市営住宅放射能対策事業

建築住宅課

市営住宅（８団地）の敷地について、放射性物質の測定を行う。敷地内を１０ｍメッシュで地上高１ｍで測
定し、安全性を判断する。

新規 44 － 全域 ○

事業内容 予算額
前年度

当初予算額事業名称 地域区分
放射能

対策事業
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新継

区分

応急仮設住宅借上事業

建築住宅課

東日本大震災により流山市へ避難している被災者を対象に、流山市が民間賃貸住宅を応急仮設住宅として２
年間借上げ、転貸する費用を立替えて、被災者に無償で提供する。

継続 29,314 18,545
(補正予算額)

全域

乳児家庭全戸訪問事業

健康増進課

子育て支援交付金交付要綱に基づき、専門職（保健師、助産師等）が産後うつ、虐待防止のため、４か月ま
での乳児のいる全ての家庭を訪問し、親子の心身の状況や、養育環境の把握や助言を行う。

継続 4,567 3,574 全域

母子健康診査事業

健康増進課

母子保健法による母子健康手帳の発行及び、妊婦一般健康診査１４回、乳児一般健康診査２回、３か月児健
診、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査などの健康診査の実施及び指導を行う。

継続 207,248 196,367 全域

放射線に係る健康相談事業

健康増進課

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射線の健康不安に対応するため概ね月４回、専門家による個別
相談を実施する。

継続 1,440 360
(予備費充当額)

全域 ○

保健センターＥＳＣＯ事業

健康増進課

保健センターにおいて、ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業者が設置、保有する空調設備等を使用
し、省エネルギーに関する包括的サービスを受けることにより、一定の省エネルギー効果が保証される。
（１０年間の債務負担行為設定済）
（ＥＳＣＯ事業とは、民間の資金とノウハウを活用し、設備等の省エネルギー化改修を行い、環境負荷の低
減、ならびに光熱水費の削減を図る事業。）

新規 4,904 － 中部

子宮頸がんワクチン接種費用助成事業

健康増進課

子宮頸がんの原因のヒトパピローマウイルス感染を予防するワクチンを１３歳（中学１年生）から１６歳
（高校１年生）の女子を対象に接種費用を助成する。

継続 41,523 26,012 全域

ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチン接種費
用助成事業

健康増進課

ヒブ菌（ｂ型インフルエンザ菌）と小児肺炎球菌の感染を予防あるいは重症化を防ぐために、０歳から４歳
までの乳幼児への予防接種費用を助成する。

継続 160,065 56,013 全域

健康増進事業

健康増進課

市民の生活習慣病の早期発見と健康保持のため、特定健診充実事業、各種がん検診、女性特有のがん検診及
び教育、相談、指導を実施する。

継続 235,454 244,534 全域

夜間小児救急医療確保事業

健康増進課

小児の急な発熱などに対応するため、平日夜間・休日診療所に加え、市内２病院で月曜日から土曜日の午後
９時から翌日午前８時の初期診療を確保する。

継続 6,272 6,357 全域

平日夜間診療事業

健康増進課

平日夜間の急病に対応する診療を確保するため、平日夜間・休日診療所を開設する。平日１９時から２１
時。年間開設日数２９４日。 継続 27,172 27,371 全域

野々下地域ふれあいセンター指定管理者事業

社会福祉課

平成２４年度から野々下地域ふれあいセンターに指定管理者制度を導入し、市民サービスの向上と経費の節
減を図り、施設の効率的な管理運営を行う。 新規 9,323 － 東部

福祉会館放射能対策事業

社会福祉課

福祉会館敷地内の施設について、放射線量を低減させるため、除染作業を実施する。

新規 35,622 － 全域 ○

事業名称 事業内容 予算額
前年度

当初予算額
地域区分

放射能
対策事業
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５節　賑わいと活気に満ちた流山　（産業の振興） 単位：千円

新継

区分

市のイメージ向上と企業・住民誘致の推進事業

マーケティング課

企業・住民誘致につながる市のイメージアップのためのイベント及び情報発信を行う。イベントにおいては
「森のマルシェ」を中心に、屋台フェア、ファモリエなど時期をとらえた企画とともに、実施計画を最適化
して効果の最大化を狙う。シティセールスにつながる情報発信ついては、広告、パブリシティ、ＷＥＢ、Ｓ
ＮＳ等あらゆるメディアを有効に活用し、市の知名度とイメージアップを図る。

継続 22,265 30,703 全域

商工業育成・助成事業

商工課

商工業の振興・発展に資するため、商店街の街路灯の電気料を助成する等の事業を実施する。平成２４年度
から新たに、流山共通ポイントカード事業の安定経営を図るため、借入金償還に係る利子額の一部を助成す
るほか、平成２４年度に限定して同事業に対し、補助金を交付する。 継続 7,646 3,459 全域

若年者パソコン技術者育成支援事業

商工課

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災以降に離職した３０歳未満の若年者を対象に、パソコン技術
の習得や社会適応能力をアップさせて雇用の促進を図る。（千葉県緊急雇用創出事業補助金）

継続 52,914 0 全域

米飯給食における地産地消推進事業

農政課

共選米価格と自主流通米価格との差額を生産者に補填し、農業所得の向上による水田農業の保全を図る。ま
た、市内の小中学校の給食に流山産米を供給し、児童・生徒の食への関心を高めるとともに、流山産米の普
及を図り、地産地消を推進する。 継続 11,040 11,040 全域

流山排水機場施設維持管理適正化事業

農政課

土地改良施設維持管理適正化事業の年次計画に基づき、国、県の助成を受け、流山排水機場施設の適切な維
持管理を図る。
平成２４年度については、外構フェンスの改修工事を実施する。 継続 14,855 3,882 中部

放射性物質分析事業

農政課

流山産農作物の放射性物質分析検査を実施することで、市内産農作物に対する食の安全確保、消費者の健康
被害防止、市内産農作物に対する放射能不安を払拭し信頼等を確保する。

継続 4,828
5,247

(補正予算額及び
予備費充当額)

全域 ○

農地放射能対策事業

農政課

市内産農作物の生産の基礎となる農地のうち、通学路に面した耕作放棄農地（放射線量の高い畑・田に限
る。）についての放射線量を低減させるため、草刈り・耕運等の除染作業を実施する。

新規 1,040 0 全域 ○

コミュニティプラザ放射能対策事業

商工課

流山市大畔に所在する流山市コミュニティプラザ内の勤労者総合福祉センター及び勤労者体育施設の建築物
や芝生広場の除染を行い、施設利用者の安心安全性の向上を図る。

新規 10,000 0 中部 ○

流山本町・利根運河ツーリズム推進事業

商工課

流山本町・利根運河地区の歴史的建造物を活用して、ギャラリーや飲食店の店舗等を開業しようとする者に
対し、改装費及び賃借料補助を行うことにより、市民交流の場を創設するとともに地域活性化を図り、交流
人口増加を図る。
また、万華鏡ギャラリー見世蔵及び利根運河交流館の運営を業務委託し、情報発信や市民の交流拠点として
の活用を図る。

継続 29,658 9,455
北部
南部

予算額
前年度

当初予算額
地域区分事業名称 事業内容

放射能
対策事業



－ 13 －

施策の推進方策　公・民パートナーシップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営　(行政の充実) 単位：千円

新継

区分

見やすく分かりやすいホームページ運営事業
（全面リニューアル）

秘書広報課

新たにコンテンツマネジメントシステム（ＣＭＳ）を導入し、現在のホームページを平成２４年１０月に全
面リニューアルする。見やすく分かりやすいホームページを提供することで、流山市民はもとより、市外の
方や企業の方に、流山市の魅力や各種情報をタイムリーに発信していく。 新規 3,150 － 全域

ＮＰＯ活動推進事業

コミュニティ課

「協働のまちづくり」の実現に向けて、市民活動の拠点である市民活動推進センターを運営する。また、市
民活動団体公益事業補助金制度により、ＮＰＯなどの市民活動団体が自発的に行う事業を市民公益事業とし
て認定し支援する。 継続 18,862 20,030 全域

市民参加推進事業

コミュニティ課

流山市自治基本条例の制定に伴い、市民等の市政への参加を保障するために制定する市民参加条例に基づ
き、市民参加を推進し、市民自治によるまちづくりの推進を図る。
（流山市市民参加条例については、流山市議会において継続審査中） 新規 1,021 － 全域

ファシリティマネジメント推進事業

財産活用課

本市が保有する約２００施設を財産と捉え、戦略的な施設経営を行うファシリティマネジメントを行うこと
で、施設サービスの向上、コスト削減や歳入の確保などを図るもの。ＥＳＣＯ（Energy Service Company）
事業、光熱水費や委託など施設関連経費・質の見直し、有料広告などによる歳入確保、公共施設保全計画を
基にした改修・改築費の適正な管理と見直しなどを複合的に実施し、全体の最適化を図る。 継続 1,597 840 全域

市役所等デザインビルド型小規模バルクＥＳＣ
Ｏ事業

財産活用課

ファシリティマネジメント施策の一環として、市庁舎、中央図書館及び博物館をコア施設に、赤城福祉会
館、思井福祉会館、江戸川台福祉会館、駒木台福祉会館、向小金福祉会館の５福祉会館を一括（バルク）し
たＥＳＣＯ事業を導入し、７施設の空調設備の全面更新と市役所、図書・博物館の天井照明のＬＥＤ化など
を実施する。
平成２４年度は、詳細設計、補助金申請を経て契約後、空調や天井照明などのＥＳＣＯ改修工事、試運転調
整を行い、平成２５年４月１日から１３年間のＥＳＣＯサービス、契約による光熱水費等の削減保証を受け
る予定である。
（ＥＳＣＯ事業とは、民間の資金とノウハウを活用し、設備等の省エネルギー化改修を行い、環境負荷の低
減、ならびに光熱水費の削減を図る事業。）

新規 0 － 全域

住民基本台帳ネットワーク事業

市民課

各種行政の基礎である住民基本台帳の４情報（氏名・住所・性別・生年月日）と住民票コード、これらの変
更情報について、国、県及び他区市町村とネットワークを構築し、行政事務の効率化を図る。

継続 12,146 12,195 全域

東部出張所建設事業

市民課

狭隘で老朽化した現東部出張所の移転（木の図書館に併設）に伴い、現東部出張所を解体し、駐車場の整備
を実施する。

継続 17,000 2,271 東部

インターネット議会中継システム事業

議会事務局

本会議の映像をインターネットで流山市議会のホームページ上に公開し、市民等の要求に応じいつでも視聴
できるようにして、市民等に対する情報の共有化を図る。

 

継続 1,917 1,953 全域

電子投票等本会議運営システム導入事業

議会事務局

スマートフォンを利用した電子採決システムを使用し、議案の採決結果を議員別に賛否を明らかにするとと
もに、議会のＩＣＴ化を促進し、市民に開かれた議会を目指す。
 継続 1,134 1,134 全域

男女共同参画社会づくり事業

企画政策課

男女共同参画社会の形成に向け、市民及び職員等の男女共同参画意識の向上を図るため各種啓発事業を展開
する。また、男女共同参画審議会を開催し、本市がより一層重点的に推進すべき施策について審議を行い、
第２次男女共同参画プランの推進を図る。 継続 1,546 1,753 全域

※放射能対策関連事業については、これらの主要事業の他に特殊勤務手当（4,227千円）があります。このため、放射能対策関連事業費は、25件　1,426,812千円となります。

前年度
当初予算額

地域区分事業名称 事業内容 予算額
放射能

対策事業
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